ハンドマイク街頭演説原稿例　高市首相の施政方針
二〇二六年二月二十六日　日本共産党埼玉県委員会・作成

　ご近所のみなさん、こんにちは。日本共産党です。この場所をお借りして、日本共産党の政策を訴えさせていただきます。しばらくの間ご協力をお願いいたします。
　先日から国会が始まり、高市早苗総理が内閣の方針を説明する施政方針演説を行いました。高市総理は、「とにかく成長のスイッチを押して、押して、押して、押して、押しまくってまいります」と力を込めて訴えましたが、そのスイッチは、私たち多くの国民にとって本当によいものなのでしょうか。ちょっと確認が必要だと思います。
　高市総理が施政方針演説で強調したのは、「責任ある積極財政」です。この中身はなんでしょうか。人工知能・ＡＩ、半導体、造船、エネルギー分野などへの投資を促進させ、雇用と所得を増やし、事業収益と税収が上がる「強い経済」をつくるというものです。新しい方針のように見えますが、よく見ると「大企業をもうけさせれば、それが労働者にしたたり落ちて経済成長する」という考え方です。このやり方は、かつて安倍総理の時代に強力に進められ、破綻したやり方です。この方針で大企業がもうけたとしても、そのもうけを株主の配当や会社内にため込む内部留保にばかり振り向け、働く人たちの賃上げに回さなければ、多くの国民に恩恵が届かないではないでしょうか。
　みなさん、高市総理は、「強い外交・安全保障」も確立すると訴えました。アメリカとの同盟関係を中軸にし、自由、民主主義、人権、法の支配といった基本的価値を共有する国々と連携していくと言います。ところが、そのアメリカ・トランプ政権は、南米ベネズエラに軍事侵攻し大統領を連れ去りました。国連憲章と国際法を堂々と無視し、「法の支配」を否定し、「力の支配」を推し進めているアメリカに対して、高市総理は批判も懸念も口にせず、ひたすらトランプ大統領にこびへつらう態度です。これのどこが「強い外交」なのでしょうか。それに、中国に対しては力による一方的な現状変更のたくらみを批判しておきながら、同じようなことをやったアメリカを黙って認めてしまったら、中国への批判が力を失ってしまうではないでしょうか。
　高市総理はまた、アメリカの求めにこたえて、防衛費、特に他国への攻撃を目的とする軍備のための予算、軍事予算を大幅に増やそうとしています。国を守るためと言いますが、その財源として私たちの暮らしを支える社会保障や教育予算を削られては、国民を苦しめ、かえって日本の国の力を弱めることになるのではないでしょうか。
　日本共産党は大企業最優先、アメリカとの同盟絶対の自民党政治から大きく切り替えなければ、国民の暮らしや日本の平和は守れないと考えています。国民のためにブレずにはたらく日本共産党へのご支持、ご支援をよろしくお願いします。
　日本共産党の発行する「しんぶん赤旗」は、自民党の裏金問題を最初に取り上げました。週一回発行の「日曜版」の電子版が、たいへんご好評をいただいています。この機会に「しんぶん赤旗」をぜひお読みいただきますようお願いいたしまして、この場所をお借りしての日本共産党の政策の訴えを終わります。ご協力ありがとうございました。（了）
